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シェールガス革命がもたらしたエネルギー勢力図の再編 

Reorganization of the energy power balance driven by technology innovation on shale gas 

development  
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要 旨：シェールガスは、頁岩の岩盤に封じ込められた非在来型資源の一つで、1990 年代までは経済的

に掘り出すことが困難とされてきたが、水平掘り、水圧破砕を中心とする近年の石油産業上流部門の技

術革新を背景に米国を中心に開発が進められ、2000 年以後、大きく生産を伸ばしている。 

 シェールガスの開発は、既存のガス供給国間の利害関係、さらに消費国との関係を微妙に変えつつあ

り、その地政学的な意義としては、米国のＬＮＧ輸入計画の大幅廃棄に伴うＬＮＧ国際需給環境の緩和、

欧州ガス輸入国の選択肢の拡大、即ち、ロシアの政治力の低下、中国の資源外交の変化の可能性、中東・

北アフリカガスへの相対的依存度低下が挙げられる。さらに、シェールガス開発技術が今後世界各地の

シェールオイル開発に本格的に適用されれば、石油地政学のパラダイムを大きく変える可能性がある。 

 

Abstract：Shale gas is one of the non-conventional resources which deposits in shale rock deep underground 

and thought to be difficult to recover commercially until 1990s.  However, in the background of the technology 

innovation in upstream sector of oil industry in recent years, shale gas development has been advanced in the 

United States and its production in the U.S. has skyrocketed from virtually nothing in 2000 to 20 percent of the 

U.S. natural gas supply in 2010.  

Shale gas development is changing delicately not only the interest among the existing gas supply countries but 

also a relation with the consuming countries.  Following points such as the possible change in international LNG 

supply and demand balance due to large abandonment of a U.S. LNG import plan, increase of the options for 

European gas importing countries and the fall of the political power of Russia, the possibility of China energy 

resources policy change and decrease of oil and gas dependency on Middle East oil can be pointed out from 

geopolitical point of view. 
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大手企業が行えばいいという考え方で、大きな枠組

みでの社会的分業に徹している。 

一般的にベンチャーは攻めるに強く大手企業は守

りに固い。一つの製品を開発するには様々な安全性

の確認など地道で長時間を要する作業を行わなけれ

ばならない。こうしたことはベンチャー企業が得意

とするところではなく、大手企業が責任を持って進

めるべき分野であるともいえよう。シェールガス開

発は両者の役割分担が明確に行われた好例である。 

 

2.4 シェールオイルへの適用の技術的側面 

水平掘りと水圧破砕の技術的組み合わせは、将来

的にはシェールオイル開発にも適用可能である。も

ちろんシェールオイルは液体であるので、シェール

ガス程容易には回収できないが、基本的には、水平

掘りと水圧破砕という二つの技術が適用できる。 

水圧破砕においては注入水には腐食防止剤、プロ

パントを沈積させないための高粘性のゲル化剤等を

添加するが、詳細は公表されていない。破砕した頁

岩層の隙間を維持するために封入するプロパントは

基本的には砂粒であるが、形状・粒度の詳細は、各

社のノウハウに係る事項である。 

米国ではシェールガス開発はベンチャー系企業を

中心に着手されたが、シェールオイル開発はバッケ

ンシェール（モンタナ・ノースダコタ州）の開発を

手掛けるヘスやマラソン等の中小・中堅石油会社が

中心である。米国石油会社では現在、中堅企業は収

益性の改善を目的にシェールガスからシェールオイ

ルへ投資先をシフトさせる事例が多く、これらの会

社は企業の枠を超えて技術的知見や工夫を共有して

いる。 

 

3. シェールガス開発の 

国際エネルギー情勢への影響 

 

本項では、シェールガス開発の国際エネルギー情

勢への影響を考える。シェールガスの登場は既存の

ガス供給国間の利害関係、さらに消費国との関係を

微妙に変えつつある。 

シェールガス登場の地政学的な意義としては、米

国のＬＮＧ輸入計画の大幅廃棄に伴うＬＮＧ国際需

給環境の緩和、欧州ガス輸入国の選択肢の拡大、す

なわちロシアの政治力の低下、中国の資源外交の変

化の可能性、そして中東・北アフリカガスへの相対

的依存度低下が挙げられる。 

 

3.1 米国の天然ガス供給力の増大とＬＮＧ需給環境

の変化 

既に図２でみたとおり、米国はガス需要の増加を

北米での供給増だけでは充足できず、2009 年には消

費量の 11％を純輸入量で賄った。その時点では将来

の需要を充足するには海外市場からのＬＮＧ調達は

不可避とみられ、全米各地にＬＮＧ輸入ターミナル

の建設が計画された。現実にはガス不足は生じなか

ったものの、需要増が続けば不足も起こり得た。 

しかしながら、特に 2000 年以後、米国の天然ガス

産業は劇的に変化した。2.1 項で見たとおり、そこに

は頁岩の岩盤層に賦存するガスの回収を可能とした

水平掘りや水圧破砕技術を嚆矢とする技術革新があ

る。こうして創造された技術の新たな活用により需

要を上回る新規供給源が開発されたので、米国にお

ける天然ガス需給の緩和がもたらされた。 

米国の天然ガス需給は、生ガス(パイプランガス)4

の生産減を補うため 2002年以前には年間 500万トン

以下だったＬＮＧの輸入量が、2003 年に 1,050 万ト

ン、2004 年 1,300 万トンに増加した。こうした輸入

増を背景に 2004 年策定の年次エネルギー見通し5で

は、米国の 2025 年のＬＮＧ輸入量は 1 億トン以上に

増加すると見積もられた。輸入増に対応するため、

各地で大幅なＬＮＧ輸入基地建設計画が立てられた。 

2004 年時点のＬＮＧの輸入基地は、表３に示す 4

カ所であったが、2005 年時点では既存基地の拡張に

                                                  
4 パイプラインで井戸元から消費地に供給されるガス。パ

イプラインガスともいう。 
5 DOE/EIA  “Energy Outlook，2004” 

http://www.eia.gov/forecasts/archive/aeo04/pdf/0383(2004)

.pdf 



 

加えて、58

かしながら、

これらの建設

した。 

表３：
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互補

に 2

億ド

に石

を定

パイ

輸入国の選択

中・長期的な

米国内だけの

国、カナダ、

確認されてい

れば、数年の

然ガス市場に

欧州における

ドで発見され

ービル等の米

入り東欧諸国

題は世界の注

ガスが本格的

低下は避けら

ポーランド等

の開発はＥＵ

る。ドイツを

をロシアに依

選択肢を増や

的に高める。

発は、欧州諸

すことを意味

中国の資源

ＬＮＧ需給の

アジアでは

る要素となる

大の動きに直

東方（中国）

らなくなって

東シベリアガ

建設はこうし

国とロシアは

補完関係に立

20 年間にわた

ドルの融資を

石油・天然ガ

定めた政府間

イプライン建

択肢拡大の地

な影響に関し

の展開に止ま

メキシコ、

いる。米国で

の内にそれら

に供給されると

る最大規模の

れた。これに

米国石油会社

国に対するロ

注目を浴びた

的に開発され

られない。 
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が直ちに発効し、同契約も正式に発効した。 

2011年 6月 16日のメドベージェフ大統領と胡錦濤

国家主席による首脳会談においては、両国は経済協

力で基本合意に達したものの、天然ガス問題では合

意を得ることができなかった。両国は 2009 年にロシ

アが中国に 680 億ｍ３のガスを供給するとの基本合

意を成立させているものの、価格面では最終合意に

至っていない。 

こうした展開をみていると中国はロシアの足元を

見ていると評価せざるを得ない。ロシアは欧州顧客

の低価格攻勢に遭遇し、中国にも欧州並みの価格を

提示しているが、中国はトルクメニスタンやウズベ

キスタンからの供給を視野に入れ、ロシアにより安

い価格の提示を求めている。 

天然ガス交渉が当面中国主導になるとみられるの

は、ロシアとのガス交渉で主導的な立場に立つこと

もさることながら、シェールオイル開発で一層の存

在感を発揮するとみられるからでもある。 

すなわち 2011年 7月に発表された米国ベーカー研

究所の報告によれば、中国には 6.5 兆立米のシェール

ガスが賦存している（図６参照）。 

このようにシェールガス開発は中国の資源外交の

スタンスを一変させる可能性がある。端的にいえば、

「資源買い漁り路線」から「自国資源開発」あるい

は「国際ルールに則った技術保有会社の誘致と地道

な合弁事業の組成」を骨子とする資源戦略への移行

に加え、対ロシアガスへのスタンスを一層強化する

可能性も大きい。 

 

図６：シェールガスの回収可能量 

  出所：米国ベーカー研究所レポート（2011 年 7 月） 

4. シェールガス開発の課題 

 

4.1 環境保全の動き 

米国では農地におけるシェールガス田開発では農

業用水へのガス・油分の混入が問題となり得るが、

これまでのところ水圧破砕に用いられる注入水は完

全に分離されており、農地としての利用や土地の売

買の上で大きな問題は報告されていない。 

しかしながら、シェールガス開発が進むにつれ、

シェールガス開発に伴う環境問題が人々の関心を集

めるようになった。米国でシェールガス開発に反対

の立場をとる人々が挙げる問題点は、以下に要約で

きる。 

まず、大量の地下水が水圧破砕には使用されるこ

とである。水圧破砕では大量の水の確保が課題とな

る。河川水の他、バーネットシェールガス開発では

空港の水供給設備から供給を受けた。消火用水を利

用する事例も報告されている。 

注入水の水処理に関しては、水圧破砕後に地上に

戻る水であるフローバックの問題が顕在化している。

フローバックの主な処理方法は、公共水面への排水、

工業用水としての利用、枯渇油井、ガス油井、帯水

層への圧入、水圧破砕への循環的適用が該当する。

この内、公共水面への排水と工業用水としての利用

に関しては州の規制を満足する排水処理が必要であ

り、今後多くの州で規制が強化されることが予想さ

れる。 

現在規制の導入を検討している州はニューヨーク

州である。同州は 2010 年 7 月に飲料水用として良質

な水源の確保を優先する対処方針案を発表した。「飲

料水汚染防止に向けた規制（案）」は、ニューヨーク

市及びシラキューズ水源地、飲料水用帯水層、環境

保護区等での地表掘削を禁止すると共に、汚染防止

対策の強化策としてガス流体の流出を防ぐためのケ

ーシング・雨水管理・フローバック水の取扱い基準

の強化、水圧破砕に用いる化学品の提出義務を課し

ている。 

また連邦レベルでも、環境保護庁（ＥＰＡ）が、



 

水圧破砕と帯

討するとした

置して注入薬

テキサス州

添加薬品の公

示す通り 20

関連規制の整

テキサス州

会に提出され

にペリー州知

て同法は、「

対し、掘削仕

構成を提出す

イトでも一般

機密事項に該

る。 

次に、水圧

が汚染される

につれて水圧

境汚染が懸念

ェールガスの

の因果関係の

水圧破砕に

化学物質を混

ェールガス開

伴うものでな

 

表５：法

帯水層の関係

た他、エネル

薬品名の公表

州、ワイオミ

公表に関し法

11 年 9 月現在

整備が進めら

州の経緯をみ
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表６：水圧

出所：http:ww

より作成

取り組むべ

本稿でシェー

の石油・ガス
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を表６にまとめ

圧破砕におけ

ww.energyindep

成 

べき環境対策

ールガス開発

ス産業のダイ

動きとして評

の産業は日本

ていないダイナ
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見込まれるので

ールガス開発が

術的にはシェー

も難しいが、

かりなインフラ

すれば、途上国

シェールオイル

要素もある。シ

地のシェールオ

石油地政学のパ

産業動向から跡

たＩＥＡの中期
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東・北アフリ

は 1.2 兆バレ

後、この半世

心は中東だっ

いる。2020 年

おそらく米州

在来型資源の

筆者と同じ論

いる。 
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1960～80 年代の石油価格決定の歴史を跡付けると、

1960 年代は国際石油カルテルの時代であり米国大手

石油会社が石油価格を決めていた。その後、1970 年

代の OPEC による石油価格支配権の確立があり、

1980 年代を通じて石油価格は下がったものの価格決

定権を回復するのは1990年代のＮＹＭＥＸの成功ま

で待たねばならなかった。 

様々な石油産業文献をみると、1993 年になるとＮ

ＹＭＥＸの成功を正面から受けとめ、その高揚感を

謳い上げる論文が目に留まるようになった。 

近年の米国エネルギー産業関係者の高揚感は、

1993 年当時のこのムードに近いと感じるのである。 

さて、この半世紀の間、世界的なエネルギー供給

の中心は中東であった。この事実は地政学的に大き

な意味を持っていたが、今やこの構図は変わろうと

している。米国には２兆バレルを超える非在来型ガ

ス・石油資源、カナダには 2.4 兆バレルのオイルサン

ド、さらに南米には２兆バレルの超重質油が賦存す

ると推定されるのに対し、中東・北アフリカ地域に

賦存する在来型炭化水素資源は 1.2 兆バレル程に過

ぎない。 

既述の通り、水平掘りや水圧破砕技術の適用によ

り米国のシェールガス生産量はこの10年間で事実上

ゼロの状態から同国天然ガス総供給量の 20％を占め

るまでに急増した。シェールガス生産量は、2040 年

までに同５割に達するとの見通しも見られる。シェ

ールガス生産の急成長の結果、米国のガス生産者は

供給確保の問題から解放された反面、皮肉なことに

今や供給余剰分に関し顧客を見出すことに頭を悩ま

すことになった。 

関係者の中には、米国は再びエネルギー外交のリ

ーダーの地位に帰り咲くだろうと指摘する者も現れ

た。現実には米国がエネルギー外交のリーダーの地

位に帰り咲くのは容易なことではない。しかし、少

なくとも、米国のリーダーとしてオバマ大統領はエ

ネルギー戦略の策定に真摯に取り組んでいる。 

2009 年１月にオバマ大統領は、「我々の石油まみれ

の生活様式が我々の敵を利している」と述べ、米国

民に対してガソリン漬けの生活態度の是正を求めた。

具体的には経済の再生及び再生エネルギーの促進を

重視する一方で、国内ガス開発を支援し始めた。さ

らに、中国やポーランドとの二国間協力にシェール

ガス開発協力を盛り込み、多国間でもシェールガス

開発に関する国際フォーラムを開催して技術協力を

主導しようとしている。 

米国エネルギー会社はオバマ政権の後押しを受け

て、世界的に新たな展開にみせていることに留意し

ておく必要がある。 

３・１１東日本大震災を経験し、日本はエネルギ

ー政策の抜本的見直しを迫られている。世界で胎動

しつつある大きな潮流を見据えたエネルギー戦略の

再構築が急がれるのみならず、これを先導する産業

界のダイナミズムの発揮が期待される。 
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